
単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

1 ％
83.4

（2021年度）
90.0

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、この数値を維
持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

1～36

2 ％
93.3

（2021年度）
96.0以上

子育て環境の充実を進め、早期に９６％をめざし、この数値を維
持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

96.0以上
（毎年度）

1～36

3 社
1,642

(2022.4.1現
在)

3,000
「平成２６年経済センサス-基礎調査」における就業規則届出義
務のある労働者１０人以上の事業所約２．４万社の１％強である
３００社（毎年度）をめざす

京都府健康福祉部による実
態把握

　 2023年度：2,100
　 2024年度：2,400
　 2025年度：2,700
　 2026年度：3,000

33

4 ％
87.0

(2021年度)
90

「ライフデザインワークショップ」受講者アンケート結果を参考
に、受講により人生設計について自分の意識が変わった人の割合
（87.0％）について講座の充実を図り、毎年度90％をめざす

京都府健康福祉部による実
態把握

90.0
（毎年度）

6

5 人
6

（2021.4.1
現在）

0
（2023年）

京都府子育て支援計画「保育所待機児童数」目標０人に合わせ、
毎年０人をめざす

保育所等利用待機児童数調
査（厚生労働省）

0
（毎年）

20

6 ％
86

（2021年度）
90.0以上

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、この数値を維
持していく

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0以上
（毎年度）

21～23

7 －
1.22

（全国1.30）
(2021年）

全国平均並み
（2040年）

２０４０年に全国平均並みの合計特殊出生率となることをめざす
人口動態統計（概数）
（厚生労働省）

－
1～12
15～27
32～36

　

 ①　希望あふれる子育て

指標名称

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思
う人の割合

子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を行っ
た企業数（累計）

ライフデザインワークショップを受講して人生設計に
ついて自分の意識が変わった人の割合

保育所における待機児童数

子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合

合計特殊出生率

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

1



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

8 ％
京都府：32.7
全　国：32.4
（2021年度）

全国平均を
下回る

基礎・基本の確実な定着を図り、全国平均を下回ることをめざす
文部科学省「全国学力・学
習状況調査」

全国平均を下回る
（毎年度）

1～6

9 ％
45.7

（2022年度）
55.1 過去の上昇率を踏まえ、毎年度2.5ポイントの上昇をめざす

文部科学省「英語教育実施
状況調査」

　 2023年度：47.5
　 2024年度：50.0
　 2025年度：52.5

4～6
13

10 ％
34.4

（2021年度）
30.0 毎年度30％を超える就職率をめざす

京都府教育委員会「進路状
況調査」

30.0
（毎年度）

18～19
26

11 ％
78.1

（2020年度）
増加

させる
早期発見・早期対応の取組により、基準値より高い年度内解消率
をめざす

文部科学省「児童生徒の問
題行動等生徒指導上の諸問
題に関する調査」

基準値以上
（毎年度）

31～32

12 ％
66.5

（2020年度）
100.0 教員のICT活用能力の育成に関する取組を進め、100％をめざす

学校における教育の情報化
の実態等に関する調査

－
41
46

 ②　夢を実現する教育

指標名称

全国学力・学習状況調査の四分位（ＡＢＣＤ層）にお
けるＤ層の割合

英検準２級相当を取得している府立高校生の割合

特別支援学校生徒の就職率（特別支援学校高等部卒業
者に占める就職者の割合（福祉就労除く。））

認知されたいじめの年度内解消率

授業中にＩＣＴを活用して指導する能力がある教員の
割合

2



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

13 歳
男性　71.85
女性　73.97
（2016年）

73.10
75.22

京都府循環器病対策推進計画（今年度策定（12月上程予定））で
目標設定（2016年から2026年までに1.25歳延伸をめざす（2040年
までに健康寿命を3年以上延伸））

厚生労働科学研究（厚生労
働省）（３年ごとに実施）

－
10～18
38～40

14 市町村
21

(2020年度)
26

２０２６年度に全ての府内市町村での実施をめざす
※包括的な取組：①健康無関心層へのインセンティブ提供②フレ
イル等の介護予防③糖尿病重症化予防④服薬指導⑤歯周病検診に
ついて、５つ中４つ以上の実施

京都府健康福祉部による実
態把握

　 2023年度：22
　 2024年度：23
　 2025年度：25

10

15 ％
※

（2019年）
50.0

（2025年）

京都府保健医療計画で目標設定（全て５０％をめざす。）
※基準値は、胃がん:３８．７％、肺がん:４３．９％、大腸が
ん:３９．８％、乳がん:４４．３％、子宮がん:３８．９％

国民生活基礎調査（厚生労
働省）（３年ごとに実施）

2022年：45.0
（調査年）

10
11
13

16 ％
53.5

(2019年度）
70.0 京都府保健医療計画で目標設定（７０％）

特定健康診査・特定保健指
導に関するデータ（厚生労
働省）

　 2023年度：55.0
　 2024年度：60.0
　 2025年度：65.0

10
11
12

17 団体
61

（2020年度）
300 各年度において30団体程度の増加を目指す。

京都府健康福祉部及び政策
企画部による実態把握

　 2023年度：200
　 2024年度：230
　 2025年度：260

14

18 人 248.0
260

（2023年度）
京都府保健医療計画での目標値に、自治医大医師を加えて設定
（医師確保困難地域：南丹以北の二次医療圏）

京都府健康福祉部による実
態把握

2023年度：260
19
34

19 ％
68.9

（2021年度）
80.0 高齢者の活動支援により８０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

80.0
（毎年度）

14,
39,40

特定健診を受診する人の割合

介護予防事業（サービス内容や地域等）を拡充したＮ
ＰＯ数（累計）

医師確保困難地域で従事した医師数（自治医大、地域
医療確保奨学金）（累計）

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じ
るものがある高齢者の割合

 ③　安心できる健康・医療と人生100年時代

指標名称

健康寿命

年齢層や健康課題ごとに健康寿命延伸のための包括的
な取組を進めている市町村数

がん検診受診率

3



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

20
人

（床
）

23,653
（2020年度）

24,214
（2023年度）

京都府高齢者健康福祉計画で必要入所定員総数を設定（２０２３
年度に２４，２１４人（床）とする）

京都府健康福祉部による実
態把握

- 1

21 人
2,685

(2021年度)

7,500
（2021～2023

年度）

京都府高齢者健康福祉計画で目標設定（２０２１～２０２３年度
の３箇年で人材を新たに７，５００人確保する）

京都府健康福祉部による実
態把握

- 19～25

22 ％
32.4

（2021年度）
33.0

過去３年間の就職者数、就労支援対象者数から目標数値を設定
し、３３％をめざす

京都府健康福祉部による実
態把握

30.0
（毎年度）

27

23 ％
63.4

(2021年度）
80.0

脱ひきこもり支援センターによるひきこもり者への自立支援等に
より、改善した人の割合を毎年度４ポイントずつ上昇させ、２０
２６年度に８０％をめざす

京都府健康福祉部による実
態把握

　 2023年度：68.0
　 2024年度：72.0
　 2025年度：76.0

31
32

 ④　安心できる介護・福祉の実現

指標名称

介護老人福祉施設・介護老人保健施設等の入所定員総
数

介護人材の確保（累計）

生活保護受給者のうち就労支援対象者の就職率

ひきこもり支援を受けてコミュニケーション能力や生
活スキルなどが改善した人の割合

4



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

24 ％
25.6

（2020年度）
50 人権尊重の取組を進め、５０％をめざす

京都府人権教育・啓発推進
計画（第２次）に関する府
民調査（京都府）

－ 1～8

25 ％
83.6

（2021年度）
90.0 人権尊重の取組を進め、９０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

1～8

26 ％ 62.4
(2021年度）

70.0 ユニバーサルデザインの普及・啓発を進め、70％をめざす
京都府民の意識調査（京都
府）

2023年度：65.5
2024年度：67.0
2025年度：68.5

11～15

27 ％
98.8

（2021年度）
100.0 人権尊重の取組を進め、100％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

100.0
（毎年度）

1～8

京都府は、人権が尊重された豊かな社会になっている
と思う人の割合

日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他につい
て、差別、虐待、誹謗中傷などによる不快な思いをし
たことのない人の割合

ユニバーサルデザインを知っている人の割合

１年間の間にインターネット（フェイスブックやツ
イッターなど）によって、いじめ、誹謗中傷をされた
ことのない人の割合

 ⑤　人権が尊重される社会

指標名称

5



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

28 ％
45.0

(2021年度)
70.0

自分の持っている才能や知識、技量などが十分に発揮できる環境
づくりを進め、７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

1～9

29 社 541 800
ＫＹＯのあけぼのプラン（第４次）の目標値（2025年度750社）
に準拠

京都府府民環境部による実
態把握

2023年度：650
2024年度：700
2025年度：750

8

30 ％
18

（2022年度）
20

（2024年度）

全国トップグループの維持を基本に、近年の推移を踏まえ、現計
画の目標である２０２４年度まで各年度に１ポイント増をめざす
（次年度以降は右記計画の中で設定）

京都府知事直轄組織による実
態把握
京都府における女性職員の活
躍の推進に関する特定事業主
行動計画

2023年度：19 12

31 ％
45.1

（2021年度）
70.0 男女共同参画の取組を進め、７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0
（毎年度）

1～12

 ⑥　男性も女性も誰もが活躍できる社会

指標名称

仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持って
いる才能や知識、技量などが十分に発揮できていると
思う人の割合

ワーク・ライフ・バランス認証企業数（累計）

府庁の女性管理職の割合

今の社会は、性別によってやりたいことが制限されて
いると思わない人の割合

6



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

32 千円
187,812

（2020年度）
230,000

農福連携事業所に取り組む事業所の裾野拡大を図ることにより、
2026年度に約2割増となる目標を設定（対前年度伸び率を約5%と
設定）

京都府健康福祉部による実
態把握

2023年度：200,000
2024年度：210,000
2025年度：220,000

12

33 人
8,224

（2020年度）
9,511

（2023年度）

京都府障害福祉計画で就労系の福祉サービス提供見込量を設定
（２０１９年度から４箇年で見込量を１，５８９人分増やし、２
０２３年度に９，５１１人分とする）しており、これをもとに実
際の利用者数を目標設定

京都府健康福祉部による実
態把握

- 15

34 ％
27.9

（2020年度）
50.0

ヘルプマークの普及を進め、知っている人の割合を基準値から概
ね倍増させる

京都府障害者福祉に関する
調査（京都府）（３年ごと
に実施）

2023年度：32.4
  （調査年）

17

35 ％
4.9

（2020年度）
10.0

とっておきの芸術祭やきょうと障害者文化芸術推進機構の取組と
協力して、府内各地で展覧会を開催するとともに、文化庁をはじ
め、様々な分野の方々と協力して取り組み、「文化芸術活動に参
加する障害者」の割合を基準値から概ね倍増させる

京都府障害者福祉に関する
調査（京都府）（３年ごと
に実施）

2023年度：7.5
（調査年）

22

36 ％
5.9

（2020年度）
14.0

障害者スポーツの振興の取組を進め、「スポーツ大会への参加を
する障害者」の割合を コロナ禍以前の2017年度の割合（前回基
準値）から概ね倍増させる

京都府障害者福祉に関する
調査（京都府）（３年ごと
に実施）

2023年度：10.0
（調査年）

23～27

農福連携事業所の工賃（賃金）支払総額

障害者の就労関係支援事業所の月間利用者数

ヘルプマークを知っている人の割合

文化芸術活動に参加する障害者の割合

 ⑦　障害者が暮らしやすい社会

スポーツ大会に参加する障害者の割合

指標名称

7



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

37 箇所 31 35 教室を順次新設し、日本語教室の空白地域解消をめざす 京都府国際センター調査
　 2023年度：32
　 2024年度：33
　 2025年度：34

3

38 人

11,075
（2021年）
※2022年は

2023年3月頃公
表予定

15,500
（2026年）

対前年比増加率の過去５カ年平均と同率での留学生数増加によ
り、２０２６年に１５，５００人をめざす

留学生スタディ京都ネット
ワーク調査

　 2023年　：12,670
　 2024年　：13,550
　 2025年　：14,490

5～7

39 人

591
（2020年）
※2022年は

2024年12月頃
公表予定

850
（2026年）

府内の留学生の数と同率（対前年比増加率の過去５カ年平均）で
の増加を目標とする

留学生の日本企業等への就
職状況について（法務省入
国管理局）

　 2023年　：  710
　 2024年　：  750
　 2025年　：  800

6
7

 ⑧　留学生･外国人が生き生きと暮らせる社会

指標名称

府内日本語教室の数

府内の留学生の数

府内就労した留学生の数（府外の大学等を卒業した者
を含む）

8



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

40 ％
25.6

（2021年度）
31.0

新型コロナウイルス感染症の影響等により後退した府民参画の割
合を回復させるため、毎年約１ポイントずつ上昇させることによ
り、過去最高の割合をめざす。（過去最高：平成３０（２０１
８）年度　３０．６％）

京都府民の意識調査
（京都府）

　 2023年度：27%
　 2024年度：28%
　 2025年度：29%

1
4～6

41 団体 156 320
毎年４０団体の増加をめざし、２０２６年度に基準値の２倍であ
る３２０団体を目標数として設定

京都府政策企画部による実
態把握

　 2023年度：　200
　 2024年度：　240
　 2025年度：　280

1

42 人
676人

（2021年度）

7,000人
（2022～2026

年度）

府内全域で移住促進に取り組んでいるが、特に人口減少が進む丹
後、中丹、南丹及び相楽東部地域における人口減少（転出超過
数）の約半数を移住者によってカバーすることをめざす

京都府政策企画部による実
態把握（市町村等からの聞
き取り）

2023年度：1,900
2024年度：3,300
2025年度：5,000
(いずれも累計値）

10～14

43 地域 － 15

「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例」に
基づく移住者受入・活躍応援計画を策定する地域を５年間で１５
地域に増やすことを目標に、１年目は５地域、２年目は４地域、
それ以降は３地域ずつ増やすことをめざす

京都府政策企画部による実
態把握（条例に基づく認
定）

2023年度：5
2024年度：8
2025年度：12

（いずれも累計値）

10～14

44 地域 0 6
中山間地域において、モデル的に、複数の農村集落の機能を補完
する地域運営の土台となる連携体を形成した数（農村型地域運営
組織形成支援事業の完了地域等）を計上

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：0
　 2024年度：2
　 2025年度：4

15

45 人 ▲３，８７４ ０以上
京都にゆかりや関心のある人々が地域との絆を築き、多様な形で
継続的に関わりを深め、将来的な移住・定住につなげていくこと
により、人口の社会増をめざす

住民基本台帳人口移動報告
（総務省統計局）

０以上
（毎年度）

10～14

指標名称

地域の様々な課題に対応する団体（自治会、ＮＰＯな
ど）の活動に参画している人の割合

地域交響プロジェクト交付金を活用して新たに施策の
担い手となりうる団体数（累計）

京都府への移住者数（累計）

地域住民、移住者、関係人口等でビジョンを共有して
まちづくりに取り組む地域数（累計）

地域運営の土台となる連携体（農村ＲＭＯ等）を形成
した地域（累計）

 ⑨　コミュニティが大切にされる社会

人口の社会増（転入超過）
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基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

46 ％
48.7

（2017年度）
70.0

スポーツ庁スポーツ基本計画の目標設定にあわせ、成人の週１回
以上のスポーツ実施率７０％をめざす

京都府民のスポーツに関す
る実態調査（京都府教育委
員会）（５年ごとに実施）

－ 1～15

47 千人 304 674 ５年後に６７４千人をめざす
京都府文化スポーツ部によ
る実態把握

　 2023年度：662
　 2024年度：666
　 2025年度：670

1～8

48 千人 225 400 ５年後に４００千人をめざす
京都府文化スポーツ部によ
る実態把握

400千人
（毎年度）

1～5

49 ％
54.4

(2021)
70.0%

国際大会やプロスポーツ大会の誘致・開催等を通じ、スポーツの
魅力を府民が身近に感じられる環境づくりを進めることにより、
７０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

70.0%
（毎年度）

1～4、6
～8

プロスポーツをテレビやインターネットではなく、会
場で観戦したいと思う人の割合

 ⑩　誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

指標名称

成人の週１回以上のスポーツ実施率

府立スポーツ施設（府立体育館、京都トレーニングセ
ンター、府立京都スタジアムなど）の利用者数（観客
数を含む）

府立京都スタジアムの利用者数（観客数を含む）

10



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

50 人
129

（2021年度）
200

京都府が主催するアーティストフェアやＫｙｏｔｏ Ａｒｔ Ｔ
ｏｍｏｒｒｏｗ、京都Ｒｅ－ｓｅａｒｃｈの参加者数。基準値か
ら５年で１．５倍をめざす

京都府文化スポーツ部によ
る実態把握

　 2022年度：150
   2023年度：165
　 2024年度：180
　 2025年度：190

4
26
27

51 万円
31,485

（2021年度）
47,200

基準値は京都府が主催するアーティストフェアにおける販売額。
アーティストフェアやＫＯＵＧＥＩ ＮＯＷ等を本格開催した２
０２１年度の販売額（３１，４８５万円）をスタートラインに、
２０２６年度に１．５倍をめざす

京都府文化スポーツ部によ
る実態把握

　 2022年度：34,000
   2023年度：37,000
　 2024年度：40,000
　 2025年度：43,000

4
26
27

52 ％
62.0

（2021年度）
90.0 文化・芸術に関わりを持つ人を増やし、９０％をめざす

文化施策に関する府民意識
調査（京都府）

90.0
（毎年度）

1～9
11～14
20～38

53 ％
82.9

（2021年度）
90.0

歴史的な文化遺産や文化財などを社会全体で守る取組を進め、９
０％をめざす

京都府民の意識調査
（京都府）

90.0
（毎年度）

7、9
10、12

13
16～18
23、36

 ⑪　文化力による未来づくり

指標名称

府内のアートフェア等に参加する若手アーティスト
（４０歳以下）の数

府内のアートフェア等における販売額

文化・芸術に関わりを持つ（鑑賞・体験含む）人の割
合

歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守られ、
活用されていると思う人の割合

11



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

54 千円
15,223

（2019年）
21,000

（2026年）
基準値設定年における全国１位（山口県:２０，６８８千円）を
上回る（現状：５位）

経済センサス（総務省）
（５年ごとに実施）【基準
年は、工業統計調査ベー
ス】

2023年度：16,800
2024年度：18,200
2025年度：19,600

1～37

55 件
83

(2015～2019年
の５年累計）

133
（2023～2026
年の４年累

計）

過去５年間の平均値（16.6件/年）から倍増となる、１３３件
（33.2件×４年）をめざす

京都スタートアップ・エコ
システム推進協議会調査

　 2023年度：33
　 2024年度：66
　 2025年度：100

1
5･7

56 件
140

(2017～2021年
の５年累計)

240
(2023～2026年
の４年累計)

過去５年間の平均値（28.0件/年）から約倍増となる２４０件
（60件×４年）をめざす

京都中小企業事業継続・創
生支援センターによる後継
候補者マッチング件数

　 2023年度：60
　 2024年度：120
　 2025年度：180

9

57 店 30 50 基準値から毎年度５店舗増加をめざす
京都府商工労働観光部によ
る実態把握

　 2023年度：35
　 2024年度：40
　 2025年度：45

10

58 件
20

（2019～2021
年平均）

80
（2022～2025

年）

直近３箇年の平均値を基準値として設定し、80件（20件×４年）
をめざす

工場立地動向調査（経済産
業省）

　 2022年：20
　 2023年：40
　 2024年：60
   2025年：80

26・
34・35

59 件
100

（2022年度）
750

令和４（２０２２）年度新商品開発・販路開拓支援事業に伴う商
談成立見込件数１００件を３年目までに倍増させ、累計７５０件
をめざす

京都府商工労働観光部によ
る実態把握

　 2023年度：150
　 2024年度：350
　 2025年度：550

23

海外ビジネスセンター等の支援を通じて新たに設置し
た「京もの海外常設店・コーナー」設置数

府内への企業立地件数（製造業、電気業、ガス業、熱
供給業）（累計）

伝統産業の新商品開発・販路開拓支援事業に伴う商談
成立件数（累計）

 ⑫　産業の創出・成長・発展と継承

指標名称

従業者１人当たりの付加価値額（製造業）

スタートアップ・エコシステム形成を通じたスタート
アップ企業設立数（累計）

事業継続・創生支援センターの支援を通じて成功した
後継候補者マッチング件数（累計）
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基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

60 ％
77％

（2021年）
90％

（2026年）
毎年３ポイントずつの上昇、2026年度に90％を目標として設定

京都府観光動向調査（京都
府）

　 2023年度：81
　 2024年度：84
　 2025年度：87

1～29

61 ％
50％

（2021年）
63％

（2026年）
毎年３ポイントずつの上昇、2026年度に63％を目標として設定

京都府民の意識調査
（京都府）

　 2023年度：54
　 2024年度：57
　 2025年度：60

1～29

62 円
3,708円

（2020年）
5,500円

（2026年）
毎年400円ずつの増加、2026年度に5,500円を目標として設定

京都府観光入込客等調査
（京都府）

2023年度：4,300
2024年度：4,700
2025年度：5,100

1～29

63 円
54,324円

（2020年）
81,000円
（2026年）

毎年6,000円ずつの増加、2026年度に81,000円を目標として設定
京都府観光入込客等調査
京都府人口推計
（京都府）

　2023年度：63,000
　2024年度：69,000
　2025年度：75,000

1～29

 ⑬　交流機会を創出する観光

指標名称

観光客の満足度

住んでいる地域（市町村）の観光資源が活用されてい
ると思う人の割合

府域の観光消費額単価

府域の観光消費額（府域の住民１人当たりの額）

13



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

64 ％
11.7

（2017年）
10.7 基準値設定年における近畿１位（奈良県:１０．７％）をめざす

就業構造基本調査（総務
省）（５年ごとに調査）

－ 5

65 ％

18.7
（2020年度）
※2021年度分

は集計中

26.0
約５人に１人（基準値:２０１８年３月卒）から、約４人に１人
の割合にすることを目標とする

京都府商工労働観光部によ
る実態把握

2023年度：20.0
2024年度：22.0
2025年度：24.0

20

66 ％

2.28
（2021年）

※2022年分は
12月頃発表

法定雇用率
（2026年）

法定雇用率の達成を目標とする 厚生労働省による実態把握 　－
21
22

67 ％
2.60

（2022年）
2.60

（2026年）
職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とする 厚生労働省への報告数値

2023年：2.60
2024年：2.60
2025年：2.60

23

68 ％
1.78

（2021年）
2.50

（2026年）
職員数の動向も踏まえ、法定雇用率の達成を目標とする 厚生労働省への報告数値

2023年：2.50
2024年：2.50
2025年：2.50

23

69 社
182

（2021年度）
325 毎年度25社の増加をめざす。

京都府商工労働観光部によ
る実態把握

2023年度：250
2024年度：275
2025年度：300

6

70 件
11,250

（2022年度）
45,000

直近４年間の実績を基準値として設定し、45,000人（11,250×４
年）をめざす

京都府商工労働観光部によ
る実態把握

2023年度：11,250
2024年度：22,500
2025年度：33,750

1～27

71 件
3,300

（2022年度）
13,200

直近の実績を基準値として設定し、13,200件（3,300件×４年）
をめざす

京都府商工労働観光部によ
る実態把握

 2023年度：3,300
 2024年度：6,600
 2025年度：9,900

1

72 ％
25.9

（2017年）
31.0

（2022年）

令和5（2023）年7月頃に公表予定の令和4年就業構造基本調査で
の日本一の数値を超える（参考：平成29年就業構造基本調査 日
本一（長野県30.4％）※京都府９位）

就業構造基本調査（総務
省）（５年ごとに実施）

2022年：31.0
（調査年）

9

府内大学生の府内就職割合

障害者雇用率

京都府（庁）の障害者雇用率

京都府教育委員会の障害者雇用率

奨学金返済支援制度の導入企業数（累計）

正規雇用者数（累計）

 ⑭　雇用の安定・確保と人材育成

指標名称

不本意非正規雇用者の割合

京都府生涯現役クリエイティブセンター等での就業
（失業なき労働移動）支援件数（累計）

高齢者の有業率

14



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

73 億円
775

（※）
802

（2026年）

府内・首都圏・海外で需要に応じた生産拡大や高付加価値化を図
り産出額の維持・向上をめざす
※２０１６年～２０２０年の５年間における最大最小を除いた３
年平均

「生産農業所得統計」「漁
業・養殖業生産統計」（農
林水産省）、京都府林業統
計（京都府）

　 2023年度：790
　 2024年度：794
　 2025年度：798

1～12
14～38

74 ha 33,000 48,000
府内の民有林のうち手入れ不足の人工林を２０４０年までに解消
（約６０,０００ha）をすることをめざし、２０２３～２０２６
年度の４年間で１５,０００haを解消する

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：36,750
　 2024年度：40,500
　 2025年度：44,250

30
36～38

75 人
162

(2020年)
600

相談から研修、就農・就業までの一貫した支援により、次世代を
担う農業者を確保し、持続的な農業経営を確立させることで、累
計６００名の確保をめざす。

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：150
　 2024年度：300
　 2025年度：450

5
27～29
31～33

35

76 人
34

(2020年)
120

山村地域の人口減少、労働条件等の問題により、林業労働者が不
足しているため、収益性が高く持続可能な林業経営に向けた取組
を実施することで、累計１２０人の確保をめざす。

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：30
　 2024年度：60
　 2025年度：90

5
30
38

77 人
27

(2020年)
200

養殖生産の拡大や定置網等の基幹漁業を担う漁業者を確保し、持
続的な漁業を確保させることで、累計２００人の確保をめざす。

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：50
　 2024年度：100
　 2025年度：150

5～6
34

78 件
104

(2021年実績)
400

商工関係事業者との連携強化や農林漁業者のチャレンジ支援によ
り農林水産物の新商品・新サービスの開発を持続させ、累計４０
０件の達成をめざす

京都府農林水産部による実
態把握

　 2023年度：100
　 2024年度：200
　 2025年度：300

1～2
14～15
18～25
33～34

新規就業者数（農業）（累計）

新規就業者数（林業）（累計）

新規就業者数（漁業）（累計）

新たに農商工連携・６次産業化に取組んだプロジェク
ト数（累計）

 ⑮　農林水産業の成長産業化

指標名称

農林水産業の産出額

適正に経営管理されている人工林面積
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基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

79 人
1,819

(2022年6月末
現在)

2,600
地域防災の担い手として期待される防災士について、京都府が防
災士養成研修実施機関となり、防災士養成研修を実施すること
で、新たに８００人の防災士資格取得者を養成する。

日本防災士機構による把握
　 2023年度：2,000
　 2024年度：2,200
　 2025年度：2,400

24

80 km 30.5 35.5
過去の整備実績を踏まえ、4年間で35.5kmまでの整備を進めるこ
とを目標に設定

京都府建設交通部による実
態把握

2023年度：31.7
2024年度：33.0
2025年度：34.2

2
3
8

81 箇所 774 800
過去の整備実績を踏まえ８００箇所まで整備を進めることを目標
に設定

京都府建設交通部による実
態把握

　 2023年度：780
　 2024年度：786
　 2025年度：794

9

82 ％
88

(2020年度)
95

(2025年度)
京都府建築物耐震改修促進計画で目標設定（２０２５年度に９
５％）しており、目標達成をめざす

京都府建設交通部による実
態把握

　 2023年度：－
　 2024年度：－
　 2025年度：－

18

 ⑯　しなやかで災害に強い地域

指標名称

防災士資格取得者の人数（累計）

河川整備計画策定済み河川の改修延長（累計）

土砂災害に対する要対策箇所の整備済数（累計）

府内の住宅耐震化率

16



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

83 件
15,136件
(2019年)

15,000件以下
を維持

過去２年間は新型コロナウイルス感染症の影響等により刑法犯
認知件数が大幅に減少したものの、今後の感染拡大状況等、社会
情勢が不透明であり、現状では、新たな基準値の設定が困難であ
ることから、現時点の目標数値の設定は「15,000件以下を維持」
とすることが適当

京都府警察本部による実態
把握

-
1

4～13
18

84 人
51

（2021年）
40以下

（2025年）

京都府交通安全対策会議において策定された第11次京都府交通安
全計画の目標数値である「令和７年までに年間の24時間死者数を
40人以下」に基づき設定

京都府警察本部による実態
把握

－
2
3

14～16

85 ％
68.7

(2021年度)
77.0

消費者被害の更なる解決に向け、相談対応能力の向上を図ること
で、２０２６年度に７７．０％をめざす

全国消費生活情報ネット
ワークシステム（ＰＩＯ－
ＮＥＴ）（独立行政法人国
民生活センター）

2023年度：71.0
2024年度：73.0
2025年度：75.0

4
19～22

86 ％
48.9

（2021年度）
50.0

ＤＶ被害のうち、家庭支援総合センターにおいて一時保護された
者に対する自立に向けた支援の充実により、５０％をめざす（目
標値を達成できなかったため据え置き）

京都府健康福祉部による実
態把握

50
（毎年度）

24
25

刑法犯認知件数

年間の交通事故死者数

消費者被害の救済状況（被害回復率）

ＤＶ被害者のうち、社会的自立に向けた生活を始めた
人の割合

 ⑰　犯罪や事故のない暮らし

指標名称

17



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

87 ％
17.8

（2019年度）
46.0

（2030年度）
京都府地球温暖化対策推進計画で規定

京都府府民環境部による実
態把握

－ 1～12

88 ％
11.7

（2020年度）
25.0

（2030年度）
再生可能エネルギーの導入等促進プラン（第２期）で目標設定
（２０３０年度に２５．０％とする）

京都府府民環境部による実
態把握

－
1

13～14

89 ％
26.0

（2020年度）
35.0

（2030年度）
再生可能エネルギーの導入等促進プラン（第２期）で目標設定
（２０３０年度に３５．０％とする）

京都府府民環境部による実
態把握

－
1

13～14

90 万ｔ
79.6

（2019年度）
71.0

（2030年度）
京都府循環型社会形成計画（第３期）で目標設定（２０３０年度
に７１．０万ｔとする）

一般廃棄物処理事業実態調
査（環境省）

－
16
17

91 万ｔ
10.7

（2019年度）
7.0

（2030年度）
京都府循環型社会形成計画（第3期）で目標設定（２０３０年度
に７．0万ｔとする）

京都府産業廃棄物等実態調
査（京都府）

－
15
16

 ⑱　脱炭素社会へのチャレンジ

指標名称

温室効果ガス排出量削減率（２０１３年度比）

府内の総電力需要量に対する府内の再エネ発電電力量
の割合

府内の総電力需要量に占める再エネ電力使用量の割合

一般廃棄物排出量

産業廃棄物最終処分量

18



　

基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

92 TEU
18,063

（2021年）
25,000

 (2026年）
コンテナターミナルの限界取扱能力である、
２５，０００ＴＥＵまで増加させることを目標に設定

京都府港湾局による実態把
握

　2022年：20,000
　2023年：22,000
　2024年：23,000
　2025年：25,000

8～10

93 万人

373
（コロナ禍を
除く５ヶ年

[2014～2019]
平均）

381
新型コロナウイルス感染症の影響等により後退した利用者数の回
復を見越し、都市公園の整備や管理の充実により、単年度で３８
１万人まで増加させることを目標に設定

京都府建設交通部による実
態把握

2023年度：375
2024年度：377
2025年度：379

31

指標名称

京都舞鶴港コンテナ取扱量（空コンテナ含む）

府内の国・府営都市計画公園の利用人数（６公園＋１
広場）

 ⑲　成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり
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基本計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定については、２０２６年度以外となる場合があります。

※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に

置き換えるものとします。

基本計画の数値目標について

単位
基準値

(2022年度)
目標数値

(2026年度)
目標設定の考え方 出典 参考年間目標

関連
方策

94 ％
64％

（2021年）
76％

（2026年）
毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に７６％を目標とし
て設定

京都府観光動向調査（京都
府）

　 2023年度：67
　 2024年度：70
　 2025年度：73

1～14

95 円
9,246円

（2020年）
12,500円
（2026年）

毎年約500円の増加、2026年度に12,500円を目標として設定
京都府観光入込客調査（京
都府）

　 2023年度:9,800
　 2024年度:10,300
　 2025年度:10,800

1～14

96 ％
50％

（2021年）
62％

（2026年）
毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に６２％を目標とし
て設定

京都府観光動向調査（京都
府）

　 2023年度：53
　 2024年度：56
　 2025年度：59

1～11
15～17

97 円
2,345円

（2020年）
4,300円

（2026年）
毎年約500円の増加、2026年度に4,300円を目標として設定

京都府観光入込客調査（京
都府）

　 2023年度：2,800
　 2024年度：3,300
　 2025年度：3,800

1～11
15～17

98 ％
45％

（2021年）
57％

（2026年）
毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に５７％を目標とし
て設定

京都府観光動向調査（京都
府）

　 2023年度：48
　 2024年度：51
　 2025年度：54

1～11
18～20

99 円
2,378円

（2020年）
4,300円

（2026年）
毎年約500円の増加、2026年度に4,300円を目標として設定

京都府観光入込客調査（京
都府）

　2023年度：2,800
　2024年度：3,300
　2025年度：3,800

1～11
18～20

100 ％
50％

（2021年）
62％

（2026年）
毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に６２％を目標とし
て設定

京都府観光動向調査（京都
府）

　 2023年度：53
　 2024年度：56
　 2025年度：59

1～11
21
22

101 円
1,457円

（2020年）
3,500円

（2026年）
毎年約500円の増加、2026年度に3,500円を目標として設定

京都府観光入込客調査（京
都府）

　2023年度：2,000
  2024年度：2,500
  2025年度：3,000

1～11
21
22

102 % 46.0 58.0
毎年度約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に５８％を目標と
して設定

京都府民の意識調査（京都
府）

　 2023年度：49
　 2024年度：52
　 2025年度：55

1～22

 ⑳　もうひとつの京都の推進と地域連携

指標名称

海の京都エリアの観光客の満足度

竹の里・乙訓エリアの府域の観光消費額単価

住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の
割合

海の京都エリアの府域の観光消費額単価

森の京都エリアの観光客の満足度

森の京都エリアの府域の観光消費額単価

お茶の京都エリアの観光客の満足度

お茶の京都エリアの府域の観光消費額単価

竹の里・乙訓エリアの観光客の満足度
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